
行政評価シート（事務事業評価）  評価年度 ４年度 

事業名 子ども医療費助成事業 担当課 福祉課 

事業内容（簡潔に） 高校３年生までの子どもの医療費を助成する。 

 
１ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の計画的位置づけ 

 基本方向 夢を持ち、明日を担う人材を育むまちづくり 
第７次総合計画での目的体系 政策 子と親をまるごと育むまちづくり 
 施策 子育て支援の充実 

関連する個別計画等 韮崎市子ども・子育て支援事業計画 根拠条例等 
山梨県乳幼児医療費助成事業費補助金交

付要綱、韮崎市子ども医療費の助成に関す

る条例・施行規則 
 
２ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の概要 

事業の目的 
子どもの医療費を助成することにより、子どもの保健向上に寄与し、児童福祉の推進を図る。 
併せて、少子化対策の側面からも、子育て世代の負担軽減を図る。 

事業の手段 

子どもが医療機関を受診した際、その医療給付に係る自己負担金（２割または３割）を医療機関窓口で徴収し

ない形で助成を行い、直接的に保護者の経済的負担軽減を図る。県外医療機関等受診時は、一旦窓口で支払い、

後日の申請に基づき助成金を支払う。 
・県の補助対象：入院 就学前・外来 ５歳の誕生月まで 
・申請期間：受診した月の翌月１０日から１年間 

事業の対象 
・事業対象者：高校３年生（満１８歳に達した日以後の最初の３月３１日までの間にある者）までの子どもで、

自身及び保護者が市内に住所を有し、かつ住民票に記載されている者 
・事業対象  ：事業対象者の医療保険にかかる自己負担金（就学前２割、それ以後３割） 

 
３ 実施（ＤＯ）：投入費用及び従事職員の推移（インプット＝費用＋作業） 

 元年度 2 年度 3 年度 
A 事業費 (千円) 111,323  92,725  107,356  

財
源
内
訳 

 国・県支出金 17,089  12,701  15,483  
 その他（使用料・借入金ほか）       
 一般財源 94,234  80,024  91,873  

B 担当職員数（職員 E） (人) 0.40  0.40  0.40  
C 人件費(平均人件費×E) (千円) 2,686  2,630  2,633  

D 総事業費(A+C) (千円) 114,009  95,355  109,989  

主な事業費用の

説明 
医療費助成及び審査支払機関への委任事務手数料等事務費 

※令和 2 年度事業費については、新型コロナウイルス感染症の影響による医療受診控えに伴う費用減 

注〉平均人件費は各年度決算額(職員給与費)から算出した元年度（6,715 千円）, 2 年度（6,575 千円）、3 年度（6,582 千円）,を使用しています。 

 

４ 実施（ＤＯ）：事業を数字で分析（アウトプット＝事業量） 

 指標名 指標の算出方法 
実   績   値 

元年度 
 

2 年度 
 

3 年度 
 

活動指標 

１ 
助成対象者数 年度末対象者数（人） 4,030 

 

3,916 3,768 

 

２ 
助成件数 年間総件数（件） 59,369 47,089 52,711 

３ 
助成金額 年間扶助費総額（千円） 107,119 89,718 104,080 

妥当性 □ Ａ 妥当である ■ Ｂ ほぼ妥当である □ Ｃ 妥当でない 

上記活動指標と妥当性
の説明 

１ 子育て支援の充実という点で、子育て世代の医療費の負担を軽減する本事業は妥当である。 
新型コロナウイルス感染症の影響による医療受診控えに伴い、令和 2 年度（令和 2 年 2 月～令和 3
年 1 月診療分）の医療費助成実績は低下しているが、令和 3 年度（令和 3 年 2 月～令和 4 年 1 月診

療分）は増加に転じ、令和元年度の水準に近付いている。 
２ 

３ 

 



５ 評価（ＣＨＥＣＫ）： 事務事業評価 （アウトカム＝成果・効果） 

 指標名 指標の算出方法 実   績   値 

元年度 2 年度 3 年度 

成果指標 

もしくは 

まちづくり

指標 

１ 
対象者１人あたりの年間

利用件数（件） 
助成件数／助成対象者数（件） 
52,711 件／3,768 人 

14.7 

 

12.0 14.0 

 

２ 
１ 件 あ た り の 助 成 金 額

（円） 
助成金額／助成件数（円） 
104,080 千円／52,711 件 

1,804 

 

1,905 1,974 

 

３ 
１ 人 あ た り の 助 成 金 額

（円） 
助成金額／助成対象者数（円） 
104,080 千円／3,768 人 

26,580 

 

22,910 

 

27,622 

 

成 果 □ Ａ 上がっている ■ Ｂ ほぼ上がっている □ Ｃ 上がっていない 

上記指標の妥当性と成
果の内容説明 

１ 新型コロナウイルス感染症の影響による医療受診控えに伴い、令和 2 年度において 1 人あたりの年

間利用件数及び 1 人あたりの助成金額は減少しているが、一時的なものであり、翌年度で増加し令

和元年度の実績値同等となっている。 
令和元年度と令和 3 年度の実績値に大きな変動が無いことから、経済的負担により制限されること

なく、医療を受けることができ、子どもの保健向上に資している。 

２ 

３ 

 
 

事務事業総合評価 □ Ａ 期待以上に達成 ■ Ｂ 期待どおりに達成 □ Ｃ 期待以下の達成 
     
 

６ 改善（ACTION）：今後の事務事業の展開  
  □ 拡大（コストを集中的に投入する） ■ 一部改善（事務的な改善を実施する） 

今後の事業展開  □ 全部改善（内容・手段・コスト・実施主体等の見直し

が必要） 
□ 縮小（規模・内容を縮小、又は他の事業

と統合する） 
  □ 廃止（廃止の検討が必要）  

事
務
事
業
の
改
善
案 

改善の概要・方向性（いつまでに、どういう形で具体化するのか） 
令和４年度の改善計画（今後の事業展開説明） 
・子ども医療の助成対象者について、他市町村での助成状況も参考にしながら、運用を検討していく。 
 

改
善
の
経
過 

・事業年齢の拡大 
  Ｈ19 年４月 外来・入院ともに小学校６年生までに対象年齢拡大 
  Ｈ20 年４月 窓口無料化（県内医療機関で受診した場合） 
  Ｈ23 年４月 外来・入院ともに中学校３年生までに対象年齢拡大 
  Ｈ31 年４月 外来・入院ともに高校３年生までに対象年齢拡大 
 
・Ｈ３０年４月、市民課から福祉課へ事務移管 

直
近
の
評
価
結
果 

内部評価 令和 2 年度 □ 拡大 － ■ 一部改善 □ 全部改善 □ 縮小 □ 廃止 

評価時の 
改善案 

市独自に県の助成対象である乳幼児を高校生まで拡大して実施する。 

外部評価 対象外 □ 拡大 □ 継続 □ 一部改善 □ 全部改善 □ 縮小 □ 廃止 

評価時の 
対応 

 
対象外 

課長所見 子育て世代の経済的な負担を軽減するため、事業継続が妥当である。 

  


